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［要旨］中国遼寧省の流域圏を対象に生態系変化のメカニズムを把握し水質変化の傾向および水

質の成分を予測するシステムを構築した。水大気統合型の三次元物理連成モデル（NICEモデル）

を中国遼寧省南部のBiliu河流域の分析に適用することにより、Biliuダムの建設および経済発展

による環境への影響を評価した。その結果、Biliuダムの下流の環境务化は、Biliu河の流量の減

尐および地下水位の低下と大きく関係していることが明らかになった。また、降雤量と気温の変

動は正規化差植生指数(NDVI)値を大きく変化させたことも明らかにした。くわえて、水資源の消

費量を用いてデカプリング分析を行った結果、大連市における環境負荷が経済成長とともに増加

していることが明らかになった。この結果は、生態環境の务化と環境負荷に影響を与える経済成

長、水資源消費量の間に大きな相関性があることを示唆する結果を得た。さらに、デカプリング

インディケーターを用いて中国遼河流域の鉄林集水圏を対象とした研究を実施した。廃水と人口

成長，経済成長と水供給の関連性に関して新たな予測分析を行った。その結果、鉄林サブ流域の

水問題による環境圧力が、人口と経済の成長に伴って益々増加してきていることが明らかになっ

た。これは、都市の生態系に大きな影響を与える水質汚濁と、人口や経済の成長の間に強い関連

性が存在していることを示唆する。 

さらに、国内の熊本県を対象として、下水道システムと浄化槽の導入シナリオごとの環境効率

を定量的に評価して、中国流域圏における評価システムを構築した。その結果、下水道システム

に由来するライフサイクルCO2排出量においては管渠建設段階が大きな割合を占めることが分かっ

た。さらに人口密度が環境効率を左右する大きな要素であることが明らかとなった。具体的には、

人口密度350人/km2以下の自治体では公共下水道よりも浄化槽を導入することで、年間472kt-CO2、

汚濁負荷除去量あたりでは17.9t-CO2/tとなり、最も環境負荷が小さいことがわかった。 
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１．はじめに 

20世紀末から、中国は飛躍的な経済成長を実現した。世界の工場として人々の豊かな暮らしを

支える役割を地球上の隅々にまで提供してきた一方で、その環境汚染は産業都市の人々の暮らし

を脅かす水質汚濁や大気汚染をもたらす水準を超え、都市にとどまらずより広域に、さらに国境

を超えた地球規模の環境問題を引き起こしつつある。鉄鋼やセメントなどのエネルギー多消費型

産業を中核とする産業構造は、温室効果ガスの排出、資源の集中的消費など世界経済への深刻な

影響を与える懸念も顕在化しつつあり、循環型経済社会への転換は中国にとってもアジア、地球

にとっても避けられない課題となりつつある。近年になって、中国国内の大気汚染と水質汚濁、

さらに東シナ海の富栄養化や、黄砂、エアロゾルの越境移動による環境汚染もその深刻さを増し

ており、中国の行政や産業界においてもこうした「環境費用」の政策を立案するプロセスや企業

経営の過程に内部化する動きが現実になりつつある。 

産業化と都市化が急速に進むアジア諸国でも行政担当者を始め各界から、日本の環境技術へは

大きな期待が寄せられてきたが、環境汚染や環境負荷の排出に対して社会的な関心とそれにとも

なう「負担意思」が存在しない状況では、循環型の技術を移出しても伝統型の多量消費多量廃棄

の工業生産に対して、市場での競争力を持つことができない。中国の全国人民大会で議論されて

いる、循環経済法はその転換点となると期待されており、日中の環境技術の連携が、理念的な一

方向の連携のステージから、実務的な双方向の連携に移行する機運が見られつつある。 

本研究で対象とする、中国東北部の重工業地帯である遼寧省（Liaoning province）の主要な河

川である遼河（Liaohe River）は中国の7つの主要流域の1つを構成しており、経済発展とともに

都市開発が進行した産業経済地域となっている。これらの地域での水不足の圧力により、農業及

び地方自治・産業の部門間での水利用をめぐる対立が激化している。中国の有数の産業都市であ

る瀋陽市の周辺部ではその傾向が顕著であり都市周辺地域における社会経済の急速な発展と生活

水準の継続的な向上が近年加速しており、結果として産業化と都市化は急激に進んだが、それと

ともに環境の悪化が深刻になっている。これまでも中国全土、東アジア、そして中国東北部にお

ける気象状況や、河川堆積、水不足について分析している研究は数多くある。しかし遼河流域の

ような都市周辺地域の水質汚染に関しては、この地域での人々の活動に関連した複雑な現象を数

値化するためのデータが不足しているという理由で、これまでほとんど議論されてこなかった。

低地での環境維持開発を促進するには、生態系変化のメカニズムを理解し、生態系回復を図るこ

とが必要である。流域の環境改善を進めるには水域に流入する汚濁負荷を適切にマネジメントす

ることが不可欠である。これらの整備を進める上では、地球温暖化問題によるCO2排出制約、人口

減尐といった社会的動向を踏まえ、処理規模や人口密度といった地域特性に応じた環境負荷削減

効果の大きい水処理技術を適用することが求められる。 

 

２．研究目的 

中国遼寧省環境科学院との連携で包括的な実施計画の設定プロセスの検討研究を進め、地理情

報システム(GIS)、情報技術、コンピュータシミュレーション技術などといった現代の情報技術を
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利用し、水汚染、水資源調査と利用、そして地域の経済構造とモデルを包括的に調査して、モデ

ルの改善と技術改良を行うとともに、データの収集を進めた。中核としては国立環境研究所で開

発した水大気統合型の三次元物理連成の流域解析モデル（NIES Integrated Catchment-based 

Eco-hydrology (NICE) model；NICEモデル）を都市域に適用できるように開発を進めるとともに、

遼寧省の流域圏で中国研究機関との共同でデータ収集の上でモデル適用を進めて、流域の環境特

性と社会経済活動との関連を明らかにした。中国遼寧省南部のBiliu河流域の分析に適用すること

により、Biliuダムの建設および経済発展による環境への影響を評価し流域での解析を進めた。そ

の知見を踏まえて中国遼河流域の鉄林集水圏に関する調査を実施することによって、遼河デルタ

地帯の典型的な都市周辺地域における水質変数とその潜在的な汚染源を分析し、人口増加と経済

成長が環境条件にどのような影響を及ぼすかを調査した。 

さらに、拠点都市および周辺圏域での適合性の高い循環型の水系浄化・廃棄物処理技術のイン

ベントリーデータベースおよび水処理技術の導入シナリオを構築し、各技術導入によるCO2排出量

と汚濁負荷除去量を比較し環境効率を分析することを進めた。対象エリアは、日本の代表的な閉

鎖性水域であるとともに、近年環境悪化の著しい有明海・八代海の集水域である熊本県とする。

ここでは海域内の汚濁物質の挙動を解明する取り組み、生物生息数に影響を与える因子を解明す

る取り組み、生物が環境悪化に与えるメカニズムを解明する取り組みなど、様々な取り組みがな

されている。一方で、水域における浄化を推進するだけでなく、水域へ流入する負荷量を分析し、

汚濁負荷を適切にマネジメントする取り組みも重要となる。平成19年度末の日本における汚水処

理人口普及率は全国平均では83.7%となっているものの、人口5万人未満の地域では70％未満と低

い水準にある。また、主な処理施設である下水道は国土交通省、農業集落排水施設は農林水産省、

浄化槽は環境省と、それぞれ管轄が異なっており、各処理施設の特性を活かした総合的な対策が

取られているとは言い難い。国および自治体の財政状況が厳しく、また地球温暖化対策が急務と

なる中、処理規模や人口密度といった地域特性に応じて、環境効率の高い水処理技術を適用する

ことが求められており、国内における算定プロセスの構築を受けて、アジア都市への展開を図っ

た。具体的には、ほぼ県全域が近年環境悪化の著しい有明海・八代海に流れ込む河川の集水域と

なっている熊本県を対象として、流入負荷軽減策の1つとして有機性廃棄物の循環利用を推進する

ために、平成20年度までに構築した環境情報データベースを活用して、水処理技術システムの導

入の環境負荷削減効果を定量的に評価した。 

 

３．研究方法 

（１） 中国遼寧省流域における水環境解析 

陸域統合型の三次元物理連成の流域解析モデル（NICEモデル）はこれまで、自然的土地利用を

主とする流域について開発が進められてきた.NICEモデルは不飽和層の地下水位の勾配からの移

動量、有効降水量の地表から地下へ浸透量および河川と地下水の流出量を考慮して、流域の水・

熱フラックスを解析するモデルとして構築されてきた。  

これまでに開発してきた陸域統合型NICE (NIES Integrated Catchment-based Eco-hydrology)

モデルに新たな改良を行った。NICEモデルは、MODIS(Modete resolution imaging 

spectroradiometer)衛星データから得られるLAI（植生エリアインデックス）やFPAR（光合成有効

放射吸収量）等の指標値と解析することによって植生の季節変化・増殖を考慮し、かつ、河川水・



 

 

E-0701-4 

土壌水分・地下水及び植生間での相互作用を考慮した3次元グリッド型の水・熱・物質収支モデル

である1)。モデル境界条件として、土地利用・植生・土壌・地質等のGISデータを各3次元グリッド

に与えるとともに、図１－１にNICEモデルの全体構造を示す。地表モデルについて衛星データベ

ースを活用して植生状況を推定するSiB2モデル、地下水変動については地下水流動と汚染物質拡

散ソフトウェアのMODFLOWを用いる2)。 

 

図１－１ 陸域統合型の三次元物理連成の流域解析モデル（NICEモデル） 

 

中国遼寧省の中心都市のひとつである大連市の水供給源であるBiliu流域に対してNICEモデル

を適用して、都市化、産業化による流域環境への影響を解析し、NOAA/AVHRR 衛星情報を解析する

ことによって、下流域における環境务化シミュレーション結果の検証を行った。影響要因分析に

ついては大連市の社会経済情報を用いたデカップリング分析によって、流域の水資源賦存量のシ

ミュレーションを行い、流域の環境管理政策への知見を検討した。 

Biliu 流域は2,814 km2の 集水域を持ち、中国の重工業の中心である東北部遼寧省の南部に位置

する(図１－２)。 流域は遼寧省南部では最大のものであり、156 kmの河川延長をもち港湾産業都

市大連市の主要な水源となっている3)4)。大連市は遼東半島の先端に位置して東の黄海と西の渤海

に挟まれた沿岸性の気候帯に位置する都市で、水資源に不足する立地特性を持つ。90年代の急速

な産業化、都市化の結果600万の人口と数千の工業施設を有しており、急速な水需要の増加を経験

してきた。水供給の恒常的な不足が都市の開発とライフスタイルに影響を与えている状況にある。

水消費と都市域のGDPの間には相対的な独立性向（decoupling）が見られている１）（図１－３）。 

 

 

Figure 1  Structure of NICE model 
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流域の水収支は集計的に算定し、大連市水資源局の河川流量と取水量データと降水量から河川

の水フローを算定し5)、大連市への水供給量は家庭と産業の水利用データ 6）から算定した。貯水量

については水位観察地と基礎標高値から算定している 7）。貯水池からの供給量は貯水ダムのトー

タルの水収支から算定される。 

 

 

図１－２  中国遼寧省南部 Biliu 流域の立地情報 

 

 
図１－３ (a)大連市のGDPと水消費, (b)大連都市圏のGDPと水消費 

 

Biliu流域の分析をもとにして、遼寧省環境科学院との研究連携を進めて、遼寧省及び中国東北

地区最大の河川である遼河の中で、省の首都瀋陽市の北部に位置する鉄林サブ集水圏を対象とし

て、評価研究を展開した。 
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遼河流域は中国の7大河川流域圏の1つであり、中国東北部の産業化と都市化を支えてきた。遼

河では1990年代半ばより様々な環境汚染が顕在化しており、中国中央政府が直轄する重点環境管

理流域に指定されており、第9次と第10次の五カ年計画で国家と遼寧省でも重要課題として位置付

けられている。鉄林市は4つの行政区、3つの郡、及び2つの下位都市から成る総面積12,993km2の都

市であり、農村と都会の両方の特徴を併せ持つ。遼河は170.1kmにわたり鉄林市の中心部を流れる

（図１－４）。デカップリング解析8）を用い、人口増加と人類の活動が廃水排出に及ぼす影響と、

農業生産が水の供給と化学品の使用に及ぼす影響について調査した。 

 

 

図１－４ 中国東北部遼寧省の遼河集水域 

 

（２） 水環境改善技術の地域展開の評価システム 

アジアでの展開を想定して開発した水処理技術計画・評価の全体フレームを図１－５に示す。

まず、排水や有機性汚濁負荷の発生源となるセクターごとに、社会統計情報、衛星情報、環境観

測情報の複層的なデータを地理情報システム（GIS）上で統合化して、環境資源のデータベースを

構築する。データの精度については、一律の基準は設けず、あくまで本システムを用いる意思決

定主体の特性に応じて構築することが重要である。政策や規制などの社会技術群として、経済変

数の設定、循環施設の規模や立地の設定、土地利用・産業構造の転換、有機廃棄物の分別資源化

を取り上げ、社会技術の操作変数を明らかにする。各設定値については、国内における代表値を

デフォルト値と設定した上で、システム利用者が地域特性に応じた値を入力できるものとする。

さらに、水処理技術群として、標準活性汚泥法、オゾン処理方式などの下水道技術や、合併処理

浄化槽、高度処理浄化槽などの浄化槽技術について、初期・運用時それぞれにおけるコスト・投

入エネルギーなどを調査し、水処理技術の生産関数を定式化する。最後に、社会技術の操作関数

と水処理技術の生産関数を組み合わせた技術政策シナリオを設計し、環境資源のGISデータベース
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に基づいてマクロ・ミクロの環境負荷削減効果や事業効率を評価する。汚濁負荷除去量、事業コ

ストと、長期コストとしてのLCCO2、それぞれの環境効率を基本指標とした上で、各ステイクホル

ダーとの協議で具体的な指標を算出し、合意形成に向けた支援ツールとする。 
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図１－５ 水処理技術システムの計画・評価のフレーム 

 

熊本県を対象として、分散型水系浄化技術を普及させた場合の環境負荷削減効果を分析すると

ともに、環境負荷の削減効果を左右する因子を抽出した。第一に、水処理技術システムの導入に

伴う環境負荷量を、ライフサイクルアセスメントを用いて評価する。評価の対象は、下水道の管

渠の建設段階、処理場の建設段階、運用段階、浄化槽の設置段階、使用段階の各段階とし、環境

負荷の指標としてCO2排出量を採用する。建設段階のCO2排出量は、耐用年数で除することによって、

1年あたりのCO2排出量に換算する。 次に、下水道の管渠の建設段階のCO2排出量を算出は、管渠延

長に原単位を乗じて行う。管渠延長の推定には、管渠延長と処理区域面積との相関関係（図１－

６）を用いる。ただし、この相関関係は、下水道システムが整備されている地域のデータを基に

作成したものである。下水道システムは、人口集中地区すなわち処理面積に対して管渠を密に設

置することが求められる地区を中心に整備されている可能性が高い。すなわち、人口が希薄な地

区に対して、得られた相関関係をそのまま当てはめると、管渠の密度を過大評価している可能性

があり、今後の課題となる。さらに、求めた管渠延長の値を基に、環境省が作成しているマニュ
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アル9）を用いて、下水道の管渠の建設費を算出する。算出した建設費を、工事種類別の費用割合

で按分した上で、各々の産業分類に応じたCO2排出量原単位10）を乗じ、耐用年数で除して1年当た

りのCO2排出量を求める。下水処理場の建設段階についても、管渠建設段階と同様に、環境省のマ

ニュアルを用いて建設費を算出し、工事種類別の費用割合、産業分類別のCO2排出量原単位、耐用

年数を考慮して、年間CO2排出量を求める。下水処理場の運用段階については、使用実績データを

基にして、下水処理量当たりの電気使用量、油・ガス系燃料使用量、薬品使用量、汚泥処理量を

求め、それらの値に環境負荷原単位を乗じて算出する。 

浄化槽の設置段階については、製造・輸送・施工の各プロセスにおけるエネルギー使用量デー

タを積み上げた上で、環境負荷原単位11)を乗じ、耐用年数で除することで1年当たりのCO2排出量を

算出する。本研究では5人槽の値を採用し、平均世帯人数を3人とする。 

浄化槽の使用段階については、浄化槽の運転実績データを基に、浄化槽の運転に必要な電気使

用量の値を算出し、環境負荷原単位を乗じてCO2排出量12)を求める。水処理技術システムの導入に

よる便益として汚濁負荷除去量を算出し、汚濁負荷除去量当たりのCO2排出量を求めることで、各

システムの環境効率を評価する。そこで、水処理技術システムの運転実績データ13)より、生物化

学的酸素要求量(BOD)除去率を求める（表１－１）。次に、１人１日当たりの平均汚水量および評

価対象地域の人口を、BOD除去率に乗じて年間のBOD除去量を算出する。最後に、年間CO2排出量を、

年間BOD除去量で除することで14)、単位汚濁負荷除去量当たりのCO2排出量を算出する。なお、本研

究では水質指標としてBODのみを取り上げたが、多様な汚濁負荷指標を一元化した汚濁削減性能指

標の考慮が、今後の課題となる。 

 

 

 
図１－６ 管渠延長と処理区域面積の関係  
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表１－１ 汚濁負荷除去能力の設定値 

BOD N P

下水道システム 標準活性汚泥法 178.3 97.35% 60.70% 71.44%

浄化槽 リン・窒素除去型 180.5 97.03% 70.63% 77.68%

除去率流入水平均
BOD濃度
（mg/L）
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４．結果・考察 

（１） 中国遼寧省流域における水環境解析  

図１－７にBiliu流域における地下水位（GWI）の変動値を示す。河川流量の減尐が集水域での

急速な地下水位の低下をもたらしたといえる。特に中流と下流域での地下水位の変化は貯水ダム

の整備によって下流域で海水による土壌塩害の影響があることが推定される。 

長期の衛星情報データから植生状況の変化を推定した。植生指数（NDVI） データを各ピクセル

ごとに算定して、植生成長率を算定した。貯水ダム整備後のNDVIの変化を図１－８に示す。右肩

下がりの傾向は植生が減尐していることを示し、右肩上がりの傾きは植生の増加を示す。年間の

NDVI値は降水量に影響を受けるが、線形回帰の結果が長期的な傾向を示す。黄海沿いの農地にお

いてはNDVI位は小さい傾向を示していたが、その傾向が経年的に拡大する傾向が明らかになった。

黄海の沿岸域においてNDVI値の低減は顕著であり、Biliu流域上流の山岳地においては高いNDVI値

を示していた。水資源の消費による海水塩害が取水ダム建設後に発現したことが懸念される結果

となった。Biliu流域の水資源量と大連市の都市活動の相関性を見るために、重工業・軽工業の年

間GDP6）を用いた。図１－９に水資源と大連市のGDPの間でのデカップリング分析の結果を示して

いる。デカップリング因子は正で比較的小さな値で推移していることが明らかになった。たとえ

ば、1997-1998の大連市でのデカップリング因子は0.19でOECD加盟国平均の153）よりも著しく小さ

い傾向を示しており、大連市の都市化、産業化の水資源への圧力が先進諸国に比べると大きいと

いえる。一方で、1985から2007にかけてデカップリング因子が低下傾向にあり、1993-1994 の0.33

から2006-2007の0.12に低下しており、1991-1992、 1996-1997と2004-2005は負の値を示しており、

相対的には1985から2007年にかけての大連市の際立った経済成長は水消費への依存を低減しつつ

達成できたともいえる。 

流域下流での植生务化は河川の取水と地下水位低下に密接に関係しており、これは中国北東部

の傾向と合致する7）8)。 この環境务化は大連市の産業成長に伴うものであるが結果としては生産

支援力と生活支持力の低下につながっているということもできる 9）。  

 

 

図１－７ Bili流域における地下水位の年平均値の推定値 
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図１－８ Biliu 下流域における NDVI 年平均値の推移 

 

 

 

図１－９  NDVI と水消費（左），産業計水消費と GDP（右） 

のデカップリング因子の時系列変化 

 

   

 鉄林集水圏におけるデカップリング因子の値を図１－１０に示す。1999－2000、2003－2004、

及び2005－2006の期間における廃水排出に関してデカップリング因子はプラスであり、人類の活

動からの廃水が人口増加と分離（デカップリング）していることを意味している。また、その他

の年ではデカップリング因子はマイナスであった。 

 農業生産と灌漑への給水の関係を図1-10a（1999－2007）に示す。一般的に、農業生産高は増加

傾向にある一方で、灌漑への水の供給は1999－2003と2002－2007から下降している。年間のデカ

ップリング因子の値がプラスの場合、プラスの棒が示すように1999－2003と2005－2006の期間に、

デカップリングが生じる。これらのプラスの棒は、ある年から次の年にかけて農業生産高が水の

供給よりも速いペースで増加したことを示している。 
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図１－１０ a）鉄林市における農業生産高と農業への給水（1999－2007） 

b）鉄林市における工業廃水・生活廃水と人口（1999－2007） 

の間のデカップリング分析 

 

 

（２）水処理技術システム導入によるCO2排出量の評価結果 

水処理技術システムの導入に伴うCO2排出量を推計するために、まず、人口密度を500（人/km2）

と仮定した上、下水道システム導入に伴うCO2排出量について、処理区域面積の規模を変化させた

感度分析を行った（図１-１１）。図より、下水道においては管渠建設に伴うCO2排出量が多いこと

が明らかとなった。くわえて、管渠建設にともなうCO2排出量の占める割合は、処理区域面積が10km2
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の時は約74％、500km2の時は約91％と、処理区域面積が広くなるほど割合が大きくなる結果となっ

た。これは、下水管渠建設段階で発生するCO2排出量が処理区域面積に比例することに対して、下

水処理場の運用時のCO2排出量には、処理区域が大きくなるほど処理効率が向上して相対的に小さ

くなるためである。 

次に、人口密度および処理区域面積を変化させた場合の、水処理技術システム導入による単位

汚濁負荷除去量当たりのCO2排出量を算出した（図１－１２）。この結果、処理区域面積が大きく

なるほど、下水道システムの単位汚濁負荷除去量当たりのCO2排出量は小さくなることがわかった。

また、浄化槽と比較した場合、人口密度が100人/km2の場合には処理区域面積に関わらず浄化槽の

CO2排出量が大幅に小さくなった。一方で、500人/km2の場合には、処理区域面積に関わらず浄化槽

のCO2排出量が大きくなった。この結果から、人口密度によって、水処理技術システムの環境効率

が大きく左右されることが明らかとなった。 
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図１－１１ 人口密度 500（人/km2）における下水道システム導入に伴う 

処理規模別の CO2排出量（t-CO2/year，X 軸の数値の単位は km2） 
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図１－１２ 水処理技術システムの汚濁負荷除去量当たりの CO2排出量（t-CO2/t） 

 

各自治体の人口・面積を、人口密度別に集計した結果を表１－２に示す。県全体の約50％のエ

リアが、人口密度100人/km2以上500人/km2未満であり、人口密度100人/km2未満のエリアを加える

と90％を超えることが分かる。熊本県の各自治体に下水道システムを導入したと仮定した場合の

年間CO2排出量の分布を図１－１３に示す。人口密度の高い熊本市周辺では、1人当たり0.06～

0.30t-CO2/year程度の値となった一方で、人口密度の低い阿蘇地域や県南部などの山間部では、1

人当たりの年間CO2排出量が3t-CO2以上となっており、一部の自治体では5t-CO2を超える結果とな

った。日本の1人当たりの年間CO2排出量が、産業・民生・運輸などの各部門をすべて合わせても約

10t-CO2であることを考えると、非常に大きい値である。この原因として、すでに述べた通り、人

口密度が低い地域において管渠の敶設密度を過大評価している可能性が考えられる。 

自治体別の下水道システム導入に伴う1人当たりの年間CO2排出量と人口密度の関係を図１－１

４に、面積との関係を図１－１５に示す。人口密度と1人当たりのCO2排出量の間には、ほぼ反比例

の関係があることが明らかになった。この結果は、下水道システムのライフサイクルCO2において、

管渠建設段階の占める割合が高いことと、管渠延長を処理区域面積に比例すると仮定して分析を

行っていることから妥当な結果といえる。一方，CO2排出量と面積との間には，有意な関係は見ら

れなかった。 
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表１－２ 熊本県における人口密度別の人口・面積 

 

人口密度（人/km2） 人口（万人） 面積（km2） 面積割合（％）

1000以上 66.3 267 3.6

500以上1000未満 26.0 361 4.9

100以上500未満 77.5 3,693 49.9

100未満 16.1 3,085 41.7

合計 185.9 7405.2 100.0
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図１－１３ 熊本県における下水道システム由来の CO2 排出量（t-CO2/year・人） 
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図１－１４ 下水道システム由来の CO2 排出量と人口密度の関係 
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図１－１５ 下水道システム由来の CO2 排出量と面積の関係 

 

 

地域に水処理技術システムを導入した際の環境効率に対し、人口密度が大きな影響を与えるこ

とが明らかになったことから、人口密度を考慮した導入シナリオを構築する。 
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熊本県を対象として、人口密度1000人/km2以上の自治体のエリアに下水道システム、それ以外の

自治体に浄化槽を導入した場合をシナリオ1、システム導入の分岐点を500人/km2以上とした場合を

シナリオ2、分岐点を100人/km2以上とした場合をシナリオ3とする。そして、全てのエリアに浄化

槽を導入した場合をシナリオ4とする。 

それぞれのシナリオについて年間CO2排出量を算出した結果、シナリオ1では年間522kt-CO2、シ

ナリオ2では年間480kt-CO2、シナリオ3では年間617kt-CO2の排出、シナリオ4では年間798 kt-CO2

の排出となった。さらに、汚濁負荷除去量あたりのCO2排出量を算出した結果、シナリオ1で

19.8t-CO2/t、シナリオ2で18.2t-CO2/t、シナリオ3で23.5t-CO2/t、シナリオ4で30.1t-CO2/tとなり、

500人を分岐点としたシナリオが最小となることが分かった。次に、年間のCO2排出量が最小となる

シナリオを探るために、分岐点となる人口密度を100人/km2から500人/km2の間で変化させて分析し

た。その結果、350人/km2を分岐点とする場合（シナリオ5）のCO2排出量が最も尐なく、年間472kt-CO2、

汚濁負荷除去量あたりでは17.9t-CO2/tという結果となった（図１－１６）。 

下水道システムのライフサイクルCO2の中で、管渠建設に伴うCO2排出量が占める割合が大きかっ

た。そこで最後に、管渠建設における資材使用量の削減、工事におけるエネルギー量の削減など

により、管渠建設のCO2排出量が削減されたと仮定した場合の、県全体の水処理技術システム導入

によるCO2排出量を最小化する分岐点について試算した。その結果、10％削減した場合には、人口

密度265人/km2、20％削減した場合には250人/km2、50％削減した場合には180人/km2となった。す

なわち、人口密度200～300人/km2前後の地域であれば、今後の技術開発次第で下水道システムの効

率が良くなる可能性があるが、人口密度100人/km2以下の地域では、浄化槽を導入することが妥当

であると言える。 

なお、汚濁負荷除去量の算出に用いた設定では、下水道システムと浄化槽の水質浄化能力に大

きな違いが無かったことから、シナリオごとの年間CO2排出量と、汚濁負荷除去量当たりのCO2排出

量がほぼ比例する結果となった（図１－１７）。 
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図１－１６ 熊本県を対象とした水処理技術システム導入による CO2排出量（kt-CO2/year） 
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図１－１７  CO2排出量と汚濁負荷量当たりの CO2 排出量の関係 

 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

鉄林区域の遼河を対象としたNICEモデルの更なる開発により、アジア地域における生態系変化

のメカニズムの理解を促進し、生態系回復のための水量・水質成分の動力学の傾向予測を行った

ことに意義がある。下水道システムや浄化槽などの個別の技術を対象として、環境負荷排出量を

算出した研究事例は数多く存在しており、インベントリーデータの整備が進んでいる。一方で、

それらのデータを活用して、地域に対して水処理技術を導入することの効果を推計した研究は端

緒に付いたばかりである。今回、地域を対象として具体的な技術導入シナリオを設定し、定量的

な分析を行ったことは先駆的な取り組みと言える。 

（２）環境政策への貢献 

本研究の成果は、低地での環境維持開発、生態系回復に関する環境政策の制定の際に、生態系

変化のメカニズムへの解明に参考となる科学的知見を提供しているものであり、各自治体におけ

る水処理技術システムの導入および更新の意思決定の際に、基礎的な知見を与えるものである。

今後、自治体との意見交換を通じて、成果の広報・普及に努める。研究者としては、整備が進み

つつある建設施工段階のインベントリーデータの取り込みや、新たに開発された技術に関するイ

ンベントリーデータを更新することが求められる。 
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